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１．本稿の目的

グローバル化が進行し、かつ、世界に類を見ないスピードで少子高齢化が進む東アジアにお

いて、潜在的な労働力である女性の活躍を推進する施策が急務とされている。国際的にみて、

男女格差の解消と国際競争力の間には強い相関関係があることが知られているが、世界経済フォー

ラムが「世界ジェンダー・ギャップ報告」（・TheGlobalGenderGapReport2014・）で発表し

た2014年版のジェンダー・ギャップ指数（GGGI）ランキングでは、日本は142か国中104

位であり、先進7か国中最下位であった。これは「経済活動の参加と機会」、「政治への関与」

分野のスコアの低さが影響を及ぼしているとされているが、教育の順位も93位と決して高く

はない（1）。教育分野のジェンダー・ギャップ指数自体はさほど悪くないが、富裕国では同分野

でほぼ完全な男女平等が確立されているため、少しでも格差があるとランキングが下がる傾向

にある（2）。日本においては、中等教育までは男女差がほとんどないものの、高等教育レベルに

なると女性の在学率が低くなるため、順位を下げる原因となっていると言われている（3）。隣国

である韓国についてもGGGIランキングは117位であり、ジェンダー・ギャップは両国に共

通する課題となっている。さらに、日本、韓国、台湾ともに、科学技術を国の発展基盤と位置

づけているにも関わらず、数学や工学などの分野に限定すると、ジェンダー・ギャップはさら

に著しい。

われわれのグループでは、2005年以降、高等教育の制度が異なる日本・韓国・台湾の統計

を収集し、女性学生や女性研究者の置かれている現状を把握し、比較することを目的としてネッ

トワークを構築し、研究を重ねてきた。最近では、2014年6月に日本と韓国の研究者が集ま

り、8月には台湾の研究者も含めて研究会を行った。その後、8月下旬にインドのハイデラバー

ドで開催された世界女性会議（Women・sWorldsCongress2014）での報告も行った。

本稿は、2013年度から開始した科学研究費補助金「東アジアにおける女性研究者のジェン

ダー分析および比較研究」（2013～2015年度）の2年目の報告である（4）。本研究の最終的な目

的は、欧州連合（以下EU）やアメリカ合衆国から求められてきた東アジア諸地域の比較デー

タを提供すること、および、女性研究者の活躍を阻害する要因を探ることにある。
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２．本稿の位置づけ

本年度は、国際的な標準に準拠することを目標とし、3国（5）の学生の統計を【分野】と【教

育段階】で再分類した。指標として、EUが採用しているISCED-97（ISCED＝International

StandardClassificationofEducation.国際標準教育分類。UNESCOによる）（6）と、ISCED-マッ

ピング（UOE＝UNESCO-UIS/OECD/EUROSTATによる）（7）を使用した。これによって、

EUの統計報告書であるSheFigures（8）とより正確な比較が可能になるためである。EUはこの

指標を用いて域内の国々の統計を比較可能な形でまとめており、我々にとっても参考になる。

経年変化を知るために、2004年と2012年のデータを使用した。

これまでも、比較のために指標をすり合わせる努力を行ってきたが、家政学等の学際的分野の

取り扱いが各国で異なるなどの問題が浮上したため、分野の見直しを行った。さらに【教育段階】

にISCED-マッピングを利用することによって、より正確な比較を目標とした。【教育段階】は

これまで3国の高等教育における学生のデータを学部・修士・博士で分類していたが、ISCED

5AとISCED6に分類し直した。図1のように、ISCED-97では、保育所・幼稚園のレベル0か

ら、大学院博士課程のレベル6まで、大きく分けて7段階の教育レベルを定めている。

ISCED5はさらに2つに分けられ、日本の場合ISCED5Bには短期大学や高等専門学校な

ど、ISCED5Aには大学学部レベル以上修士課程までが含まれる。また、一般的な4年制の学

士課程と2年制の修士課程のほか、6年制の医歯学・獣医学学士課程、大学専攻科（多くは1

年制）、大学院専門職課程、各通信課程も含まれる（9）。学士と修士が同じレベルであることは、

日本では違和感があるように感じられるが、欧米では、博士課程から研究者養成課程と見なさ

れるためと考えられる。ISCED6には、3年制の博士課程、博士通信制課程、4年制の医歯学・

獣医学博士課程が含まれる。これまで通信制課程や専門職課程はとりこぼしていたが、より実

態を反映した統計にするためには重要な作業であった。しかし、後述するように日本のデータ

に関してはいくつかの課題が残った。

分野は、ISCED-97では「教育学（Education）」、「人文学・芸術（HumanitiesandArts）」、

「社会科学・ビジネス・法律（Socialscience,businessandlaw）」、「科学・数学（Scienceand

mathematics）」、「工学・製造・建築（Engineering,manufacturingandconstruction）」、「農学
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図1. ISCEDの教育段階



（Agriculture）」、「保健・福祉（Healthandwelfare）」、「サービス（Service）」の8つであるが、

EUは「サービス」を提示しておらず、また日本には「サービス」がないため「その他」とし

た。「家政」は「その他」に入れ、韓国と台湾（10）にも同様の分類をしてもらった。日本の『学

校基本調査』にある「商船」は「工学・製造・建築」に分類した（11）。以下では、EUとの比較

が可能な、「その他」を除く7分野について扱う。EUの方式に合わせ、ISCED5Astudents

をISCED5Aへの入学者、ISCED5AgraduatesをISCED5A卒業者数とした。6studentsと6

graduatesも同様である（12）。

また、本年度あらたに判明した高等教育機関における女性教員比率にかんする日本の統計の

課題について、報告する。

３．東アジアの女性学生のジェンダー分析

まずは、ISCED6graduates、すなわち博士課程修了者のジェンダー格差についてみること

とする。後述するが、日本のデータには通信制課程は含まれていない。2004年と2012年の博

士課程修了者に占める女性の割合の変化をみると、日本・韓国・台湾・EUのほぼすべての分

野で増加していた。EUの理学と台湾の保健分野はほぼ横ばいであった。特に伸びが著しいの

は韓国であり、全分野で増加していた。
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図2.各専攻の博士課程修了者（ISCED6graduates）の実数

図3.各専攻における博士課程修了者（ISCED6Graduates）の

女性比率2004年（EUは2003年）



次に、水平方向のジェンダー格差、すなわち専攻間の格差について検討する。

① 教育専攻においては、2004年は日本と台湾の女性比率が5割以下であったが、2012年は

日本・韓国・台湾ともに博士課程修了者の5割を超えている。特に伸びが著しいのは韓国

であり、12.5ポイントの増加を見せた。

② 人文・芸術専攻では2004年には日本・韓国・台湾ともに女性比率は5割をやや下回って

いたが、2012年には3国ともほぼ5割に達した（日本は49.7％）。

③ 社会科学専攻では、2004年は日本・台湾で女性比率は30％台、韓国で17.8％と低かった

ものの、2012年には韓国が13.2ポイント上げ、日本・台湾とほぼ同じ割合となった。

④ 科学・数学専攻では、韓国、台湾に比べると日本の女性比率は極端に低い。日本は2004

年には17.4％であったが2012年には19.1％と微増であった。韓国は2004年には23.8％か

ら2012年には31.4％と、7.6ポイントの増加を見せている。

⑤ 工学専攻は全専攻中最も女性比率が低いが、日本・韓国・台湾ともに4.9－5.6ポイント

の増加を見せた。

⑥ 農学分野では、日本と台湾の女性比率は微増であったが、韓国は12.8ポイントも増加した。

⑦ 保健分野は、2004年はEUでは女性比率が5割以上、台湾も45.2％であったが、日本と

韓国の女性比率は3割に達していなかった。2012年に韓国が11.5ポイント増加し、4割台

となった。

以上のように、台湾の保健・福祉専攻の微減以外、各専攻で女性比率が減少したところはな

く、増加傾向が見られた。2010年にはEUでは科学・数学と工学以外の分野では女性比率が

ほぼ5割を超えているのに対し（社会科学が49パーセントであるが）、2012年の東アジアの3

国では、社会科学、科学・数学、工学、農学・獣医学、保健・福祉にかんしては低い割合であっ

た。

韓国の全分野の上昇には、多様な女性政策の効果があったものと思われる。韓国は、儒教思

想の強い国であるが欧米の潮流を積極的に受け入れることや、強い大統領権限により、果敢に

改革を行うことができるとされている（13）。

次に、垂直方向のジェンダー格差を考察する手立てとして、教育段階別の男女比の推移を見

てみよう。図5と6ではEUと日本、韓国、台湾の全専攻の男女比の推移を折れ線グラフにし

ている。EUではISCED5レベルでは男性より女性の割合が多いが、ISCED6になると男女
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図4.各専攻における博士課程修了者（ISCED6Graduates）の

女性比率2012年（EUは2010年）
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図5. 全学生の教育段階別男女比

2004年（EUは2003年）

図6.全学生の教育段階別男女比

2012年（EUは2010年）
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比が逆転している。2つの折れ線が交差してはさみのようになることから、「はさみグラフ

（Scissorsdiagram）」と呼ばれており、はさみの両端が閉じることが男女格差解消の証と考え

られている。対して、東アジア3国では、ほとんどの場合ISCED5AレベルでもISCED6で

も男性の比率の方が高い（ただし韓国はISCED5A graduatesでおよそ5対5であった）。特
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図7.科学と工学専攻の教育段階別男女比

2004年（EUは2003年）

図8.科学と工学専攻の教育段階別男女比の推移

2012年（EUは2010年）



に日本では、男女比が約6対4から7対3で推移している。

この傾向は概ね2012年になっても変化がないが、2012年は韓国はISCED5Agraduatesで男女

比が半々に近くなった。しかし、2010年にEUが男女比の格差がISCED6graduatesで8ポイン

トまで縮小したのに対し、東アジア3国ではなお34.4ポイント以上の開きがある。

しかしながら、EUにおいても、科学・数学および工学専攻に関してはISCED5Aの段階から女

性比率が低い。図7と図8は、科学・数学および工学専攻における男女比の推移を取り出したも

のである。どの地域も5Astudentsから6graduatesにかけて大きな変化はないものの、EUと東ア

ジア3国を比べると、男女格差は東アジアの方が圧倒的に大きい。

特に日本においては、科学・数学および工学専攻では、2004年はほぼ5Astudentsから6

graduatesにかけて9割近くを男性が占めており、2012年になっても、男性の割合は8割前半

から8割半ばであった。

４．日本の課題（14）

今回の再分類作業の過程で、いくつかの日本の統計に関する課題が明らかになった。

まず、日本の『学校基本調査』においては、通信制課程や大学専攻科（15）に関するデータが

不足していることがあった。前述したように、ISCEDには通信制課程や専攻科が含まれてお

り、ISCED5Aには、大学専攻科や学部通信制課程、修士通信制課程、専門職学位通信制課程

が含まれる。ISCED6には、博士課程の通信制課程も含まれる。通信制課程は専攻分野別の

入学者や在学者数のデータはあるものの、卒業者数の専攻分野別データが掲載されていなかっ

た。例えば、2012年4月の通信制課程の入学者数は、大学が14,478名、（うち男性6,936名、

女性7,542名）であり、修士課程が1,095名（うち男性617名、女性478名）、博士課程が37

名（うち男性16名、女性21名）、専門職学位課程が143名（うち男性123名、女性20名）で

あり、また、各専攻分野の入学者数は把握できる。しかし、2012年度の通信制課程の卒業者

数は、大学は15,152名（うち男性6,161名、女性8,991名）、修士課程870名（うち男性472

名、女性398名）、博士課程26名（うち男性10名、女性16名）、専門職学位課程591名（う

ち男性538名、女性53名）がいるものの、専攻分野別ではなく、卒業者の職業と在学年数し

か把握することができない。通信制課程卒業者は、2012年度のレベル5Aの卒業生全体のう

ち、約2.5％であった。男性卒業者の約2％、女性卒業者の約3％にあたる。通信教育課程で

学ぶことができる分野はスクーリングの課程よりも限られるものの、通信制課程は、修士課程

と専門職学位課程を除いて女性の割合が男性より高く、女性からの需要が多い分野である。

大学専攻科については、在学者数のみ調査され、専攻分野別の入学者数・卒業者数ともにデー

タは無かった（16）。2012年度の在学者数は、1,019名（うち男性363名、女性656名）であった。

こちらも通信制課程と同じく女性の方が多く、約1.8倍である。

また、日本の『学校基本調査』では、ISCED5Aに入ると考えられる防衛大学校などの省庁

大学校が含まれておらず（17）、ISCEDマッピングでもISCED5AやISCED6に分類されていなかっ

た。防衛大学校など、学士、修士、博士の学位が取得できる場合もあるため、マッピングの見

直しが必要ではないだろうか。尚、韓国のISCED-マッピングではmilitaryacademyやnational

collegeofpoliceがISCED5Bに分類されており、それぞれ学位（学士号）も授与される。

さらに、これまでも議論してきたが（18）、高等教育機関に勤める女性研究者の実態を知るた
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めには、【職位別】、【男女別】、【分野別】という、垂直方向の格差と水平方向の格差（Gender

Segregation）を示すデータが必要である。しかし、日本の場合はこれらの3セットが揃って

いるデータがなかった。

今年度、研究代表者の小川が、日本の公的統計を作成する文部科学省生涯学習政策局ならび

に内閣府男女共同参画局の担当者と面会する機会を得て、【職位別】、【男女別】、【分野別】の

3セットが揃うデータの整備を申し入れた。その際に、男女共同参画局の担当者からは、『男

女共同参画白書』に掲載されている「大学教員における分野別女性割合」が我々の求めるデー

タになっているのではないかとの指摘があった（図9）。

「大学教員における分野別女性割合」は、教授、准教授、講師、助教、助手という【職位別】

で、分野毎の女性教員の割合が棒グラフで示されている。理学、工学、農学分野において、女

性の教授は5％に満たないなどの理系における女性の苦戦ぶりがわかる貴重な資料である。た

だし、割合のみで実数は不明である。文部科学省『学校基本調査』より作成されていると注記

されている。元となっている『学校基本調査』では、【職位別】・【男女別】の実数は掲載され

ているものの、「情報メディア学部」、「キャリアデザイン学部」など学部が網羅的に列挙され

ており、【分野別】になっているわけではなく（図10）、『男女共同参画白書』のグラフのよ

うな分野別の統計が示されているわけではない。特に私立では一見どの分野に属するのか判別

し難い学部名も多い（図10参照）。このデータを元に、男女共同参画局が内部資料を基に人文

科学、社会科学、理学、工学、農学、保健、家政、教育、芸術の9分野に再分類し直している

とのことであった。

さらに、この面会の中でもう一つ明らかとなったことがある。「大学教員における分野別女

性割合」は学部所属の教員数だけを対象として作成されており、「教養部・附属病院・附置研

究所・大学院・その他（以下「大学院等」と略表記）」 に所属する教員数は反映されていない

ということである。しかも、大学院等の分野は不明である。『学校基本調査』（平成25年版）
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図9.『男女共同参画白書』の「大学教員における分野別女性割合」



によれば、国立・公立・私立の大学合わせて、大学院等に所属する教員割合はおよそ35％、

男性では約38％、女性は約25％である。つまり、これだけの教員数が現状では「大学教員に

おける分野別女性割合」に反映されていない。特に国立大学においては大学院等に所属する教

員の割合が高く、全体で約78％、男性は79％、女性は73％に上る。
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図10.『学校基本調査』より「学部別教員数」私立の一部

図11.学部ならびに大学院等所属の全教員数

図12.学部所属の教員数
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改めて男女比に着目してみると、大学院等に所属する教員では男性84％、女性16％であり、

これに対し、学部ではおよそ75％と25％である。大学院等では、約10ポイント女性割合が低

い。より高度な指導力を求められる大学院や、研究に高い比重を置くことができる研究所等な

どでは女性の進出が遅れていることがわかる。

いっぽうで、現状では、国立大学の多くの教員が「大学教員における分野別女性割合」に反

映されていないことが明らかとなったが、国立大学協会は、【職位別】、【男女別】、【分野別】

のデータを明らかにしている。

図14は、『国立大学における男女共同参画推進の実施に関する第9回追跡調査報告書』（以

下『追跡調査報告書』と略表記。平成25年1月発表）から作成したグラフである。『追跡調査

報告書』は、国立86大学の学部と大学院を合わせた教員のデータを示している。『男女共同参

画白書』には項目が立てられていない「商船」や「その他」のデータも掲載されている。『男

女共同参画白書』では、『追跡報告書』の「その他」にあたる学部をどの分野に振り分けてい

るのは不明である。したがって比較としては不完全ではあるが、『追跡報告書』によって『男

女共同参画白書』には多くが含まれていない国立大学の状況を知ることができるだろう。

『追跡調査報告書』と『男女共同参画白書』を比較すると、次のことを指摘できる。
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9

25 1 http://www.janu.jp/files/danjyohoukokusho9web.pdf

図14.国立大学分野別学部・大学院女性教員比率

図13.大学院等所属の教員数



① 国立大学のみでは、女性の教授の割合は、「家政」を除きすべての分野で低い。家政学は

国立大学のみでは約23ポイント高い。

② 国立大学のみでは、「農学」の女性の助手の比率が、約55ポイントも低い。

図16は、国立大学の理学部および工学部における学部・大学院教員の男女比を表したもの

である。理学部と工学部のみで見ると、国立大学では理学部に関しては女性の助手の割合が男

性より高い。しかし、工学分野では最も女性比率が高い助手の割合でも約36パーセントにと

どまり、助教以上は1桁台が続き、教授に至っては1.5％であった。『男女共同参画白書』で

も、工学の女性教授は3.5％となっており、工学は最も男性優位の領域となっていることがわ

かるが、国立大学ではさらに男性優位性が高いことが明らかとなった。
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25 1 http://www.janu.jp/files/danjyohoukokusho9web.pdf

図16.国立大学理学部・工学部における学部・大学院教員の男女比の推移
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図15.分野別の教授の女性比率の比較



５．おわりに

日本・韓国・台湾ともに、女性学生の博士号取得者は増加していることが明らかとなった。

特に韓国の伸び率が著しい。ただし、今回の分野の再分類によって、東アジア地域では女性割

合が特に多い家政学を比較対象とすることができなかった。ISCEDの分類は必ずしも日本に

はなじまないか、比較には工夫が必要といえるかもしれない。

女性の大学教員比率に関しては、日本のデータが揃わないことから、EUと3国地域の比較

はまだ足並みが揃っていない。日本政府は女性研究者の採用数値目標を定めており、「自然科

学系25％（早期）、更に30％を目指す。特に理学系20％、工学系15％、農学系30％の早期達

成及び医学・歯学・薬学系あわせて30％の達成を目指す」としている。そのためにも、具体

的施策として、「部局ごとに女性研究者の職階別の在籍割合を公表するなど研究機関における

女性研究者の採用・登用及びその活躍を促進するよう働きかける。また、研究機関における取

組状況や職階別の女性割合等を把握し、公表する」（19）としている。数値を把握することは現状

を認識する上で最も重要であり、問題解決の糸口となるはずである。国立、公立、私立の学部

や大学院等すべてが含まれ、国際標準に準拠した分類が可能になるようなデータ公表が望まれ

る。
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GenderAnalysisonWomenStudentsandResearchersin
EastAsia:AComparisonoftheEU,Japan,Korea,andTaiwan.

Abstract:ThisstudyexaminesgendergapsamongstudentsinhighereducationintheEuropean

Union(EU)andthreeEastAsiancountries:Japan,Korea,andTaiwan.Inaddition,thestudy

discussesproblemsregardinggenderstatisticsonstudentsinsomehighereducationcoursesand

academicresearchersinJapan.

TomeetUNESCO・sInternationalStandardClassificationofEducation(ISCED)standards,the

statisticaldatafromthethreeEastAsiancountrieswerereclassifiedbasedontheeducationalfield

andtheeducationlevel.Then,thereclassifieddatafrom2004and2012werecomparedtothe2003

and2010EUdatainSheFigures,respectively.

ThepercentagesofwomeninISCEDLevel6(doctoralprograms)thatgraduatedinalmostallof

thefieldsincreasedinthepastsevenyears;thiswasthecaseintheEUinthepasteightyearsand

inthecaseofthethreeAsiancountries.WhiletheoverallgendergapamongISCEDLevel6

graduatesintheEUnarrowedoverthepastsevenyearsandalmostdisappeared,thethreeEast

AsiancountriesstillhadlargegapsinLevel6graduatesinwhichmenoutnumberedwomenbya

ratioofapproximatelyseventothree.Gendergapsinthescienceandengineeringfieldspersistinthe

EU.However,thegraduationgapsinthosefieldsinthethreeAsiancountriesaremuchlargerwith

menoutnumberingwomenbyaratioofapproximatelyfivetoone.

Duringtheprocessofreclassification,problemswiththeJapanesegenderstatisticswere

uncovered.First,dataonthenumbersofgraduatesincorrespondencecoursesbyfieldarenot

available.Second,dataonschoolsingovernmentagencies,suchastheNationalDefenseAcademy,

arenotincludedintheISCEDmapping,despitethefactthatsomeofthemareconsideredhigher

educationinstitutions.However,theseschoolsmaybeincludedinISCEDLevels5Aand6.Third,

afrequentlycitedbarchartoftheproportionofwomenacademicsinWhitePaperonGenderEquality

doesnotreflectthenumberofacademicswhoareaffiliatedwithgraduateschoolsandattached

institutions,thosewhoworkatuniversityhospitals,andthosewhoareatsomeotherinstitutions.




